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および先買権者指定の請求をした株主がその
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〈事案の概要〉
Yは，定款に株式の譲渡につき取締役会の承認を要する旨の定めがあるA社
の180株（以下「本件株式」という）の株主であるO
Yは， A社に対し，平成12年4月21日ころに到着した書面により，本件株式
をBに譲渡したいのでこれを承認すべきこと，これを承認しないときは他に譲
渡の相手方を指定すべきことを請求した（以下「本件譲渡承認請求」という）。
A社の取締役会は， Bへの譲渡を承認せず，譲渡の相手方としてX (A社代表
取締役）を指定した。そして，同年5月1日到達の書面により， Yに対しその旨
を通知した。
その後Yは， A社およびXに対し，同月6日到達の書面により，本件譲渡承
認請求を撤回する旨を通知した。
他方， Xは，同月8日に商法204条ノ3第2項〔現第3項：筆者注〕所定の金銭
を供託したうえで， Yに対し，同月9日到達の書面により，本件株式をXに売
り渡すべき旨を請求した。
Xは， Yに対して同月15日に到達した書面で，本件株式の売買価格は180万
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円（1株1万円）が相当であり同価格で買い受けたいとして， 5日内の回答を求
めたが， Yからの回答がないので，本件株式の売買価格の協議が調わないと主
張して，裁判所に対して本件株式の価格の決定を請求した。
原々審（福岡地決平成12年8月22日民集57巻2号213頁）は，つぎのように判
断して， Xの請求を棄却した。
先買権者（X）の売渡請求により売買契約が成立した後は，株主（Y）は譲
渡承認請求を撤回できないが，先買権者の売渡請求前であれば，株主は譲渡承
認請求を撤回できる。本件においては， Xから売渡請求があった日より前に，
Yは譲渡承認請求を撤回したのであるから，売買契約は不成立に帰したものと
解するのが相当である。
これに対して，原審（福岡高決平成14年1月29日民集57巻2号219頁）は，上
記原々審決定を取り消し，本件を原々審の福岡地裁に差し戻す旨の決定をした。
その理由は，つぎのとおりであるO
株式の譲渡制限がある会社において，株主による株式の譲渡承認請求ととも
になされる先買権者指定請求は実質的にみて株式売却の申込みに当たり，会社
から指定された先買権者による売渡請求はこれに対する承諾に当たるものとみ
ることができる。申込者は，被申込者が承諾して契約が成立した後は申込みを
撤回できないが，その前であっても，被申込者が申込みを信頼して承諾すべき
か否かの考慮を始めるのが通常であるから，これを自由に撤回することは許さ
れない。民法はこの法理を明文化し，承諾期間を定めて申込みをした場合には，
承諾期間中は撤回を許さず（521条1項），承諾期間を定めずに申込みをした場
合にも，相当の期間は撤回できない旨規定する（524条）。この申込みの拘束力
の法理は，株主が株式の譲渡承認請求等（申込み）をし，会社が株主の希望す
る者への譲渡を承認せず先買権者を指定し，先買権者が売渡請求（承諾）する
という本件の場合にも妥当するO すなわち，先買権者は，株主の先買権者指定
請求に基づく会社からの指定を信頼して売買の目的物である株式の内容を調査
したり売渡請求を行うことに伴う資金を準備するためなどに相当な期間が必要
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であるから，契約の申込みを受けた被申込者と実質的にみて何ら異なるところ
はない。したがって，契約における被申込者と同様に，先買権者にも売渡請求
（承諾）するか否かを考慮するための期間を与えるべきである。そしてこのよ
うに考えると，先買権者が株主に対する商法204条ノ2第3項〔現第5項：筆者注〕
の通知の日より10日以内に株主に売渡請求することができる旨規定している商
法204条ノ3第1項の規定は，先買権者に対し，指定を受けてから10日以内に株
式を買うか否か決定するための考慮期間（承諾期間）を付与したものと解する
のが相当であるO してみると，上記通知の日から10日間は株主の先買権者指定
請求（申込み）は拘束され，その聞は同請求（申込み）を撤回することが許さ
れないということになる。これを本件についてみると，上記通知が到達した日
（平成12年5月1日）の翌日から10日間は， Xは売渡請求をするか否か考慮するこ
とができ，これに応じて，その聞はYも本件先買権者指定請求を撤回すること
が許されないことになる。したがって，同月6日に到達した，本件株式譲渡承
認請求を撤回する旨のYの意思表示は， 10日間の考慮期間中の撤回であるから，
何ら効力を生じるものではない。他方， Xは，同期間中の同月9日， Yに対し
て本件売渡請求の意思表示をしているのであるから，同日，本件株式の売買が
成立したものと認められるO
原審が以上のように判断したので， Yは，この原審決定には商法204条ノ2お
よび204条ノ3の解釈の誤りがあるとして，許可抗告した。
最高裁判所はつぎのように述べて，原決定を破棄し，原々決定に対する抗告
を棄却した。
〈決定要旨〉
「（1) 商法204条 l項ただし書は，会社は定款をもって株式の譲渡につき取
締役会の承認を要する旨を定めることができると規定しているが，その趣旨は，
会社にとって好ましくない者が株主となることを防止することにあると解する
ことができるO 他方，株式会社においては，本来，株式の譲渡は自由であるべ
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きものであって（同項本文），株主は自己の希望しない相手方への譲渡又はそ
の意向に反する価格での売却を強制されることはないのが原則である。したがっ
て，定款に株式の譲渡制限の定めがある場合においても，上記趣旨に反しない
限り，株式の譲渡については株主の意思をできる限り尊重すべきものと考えら
れるO そして，会社に対して譲渡の相手方を指定すべきことを請求した株主が
その後に請求を撤回したとしても，会社にとって好ましくない者が新たに株主
となるわけではなし、から，定款に譲渡制限の定めを置いた会社の利益が害され
ることはなし」そうすると，株主による請求の撤回を認めることは，株式の譲
渡制限制度の趣旨に反するものではないということができるO
(2) 定款に譲渡制限の定めがされた株式については，その譲渡手続につき詳
細な規定が置かれており（商法204条ノ2から204条ノ5まで），取締役会が譲渡
の相手方として指定した者が株主に対して株式を売り渡すべき旨を請求するこ
とによって，株主とその者との聞に株式の売買が成立するということができる
（同法204条ノ3）。したがって，この売渡請求がされた後は，株主がその請求を
撤回することが許されないことは明らかであるが，売渡請求前については，上
記規定中に，株主による請求の撤回が否定されるべき旨を定めた条項はない。
(3) 通常の場合における売買契約の申込みは，申込みをする者が任意に選択
した相手方に対して，希望する売買価格等の契約内容を提示して行うものであ
るから，申込みをした者においてこれを撤回することを制限する民法521条1項，
524条の規定は合理性を有するということができる。これに対し，商法の上記
規定によれば，定款に譲渡制限の定めのある会社の株式を譲渡しようとする株
主は，株主が選択した者への譲渡を取締役会が承認しない場合には，譲渡をし
ないこととするか，又は取締役会から指定された者に対して譲渡するか，その
いずれかを選ぶことしかできず，売買価格の提示も行わないものであるから，
通常の売買契約の申込みをした者とは状況を異にするO また，取締役会から指
定された者は，株主が自ら選択して申込みをした相手方ではなく，売買契約の
申込みを信頼した相手方とはその地位を異にするから，その者の利益が害され
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る可能性のあることを理由として，株主による請求の撤回を許さないと解する
ことは，株式の譲渡を制限した会社の側の事情を重視する余り，株式の自由な
譲渡を制限された株主の利益を損なう結果につながるものといわざるを得なし、
したがって，株主の会社に対する譲渡相手方指定の請求が実質的にみて売買契
約の申込みに当たるということも，取締役会から指定された者が売買契約の申
込みを受けた者と実質的に同じであるとみることもできなし、から，株主による
請求の撤回の可否につき，民法521条1項， 524条の規定を類推適用することは
相当でない。
(4) 以上によれば，定款に株式の譲渡につき取締役会の承認を要する旨の定
めのある会社の株式について，会社に対して株式の譲渡を承認すべきこと及び
これを承認しないときは他に譲渡の相手方を指定すべきことを請求した株主は，
取締役会から指定された者が株主に対して当該株式を売り渡すべき旨を請求す
るまで，その請求を撤回することができると解するのが相当である。」
なお，本件では，島田仁郎裁判官が反対意見を述べている。その意見は．つ
ぎのとおりである。
「譲渡制限の定めがある株式を特定の者に譲渡することについて会社に対し
て承認を請求した株主が，同時に，承認が得られない場合には譲渡すべき相手
方の指定をも請求（以下「指定請求」という。）した場合には，当然，会社が
自己の意に沿わない者を指定するかもしれないことや，指定された者と価格に
ついての協議が調わないために裁判所によって価格の決定がされることになる
かもしれないことを予測した上で請求するのであるから，いったん請求した以
上は，たとえそのようなことになっても請求を撤回できないものとしても，不
当に酷な立場を強いられるということにはならなし」もし，そのようなリスク
を負いたくなければ，譲渡承認の請求のみをすることもできるのであるO 他方，
会社から譲渡の相手方として指定を受けた者（以下「先買権者」という。）は，
株式の内容を調査し，資金を準備する作業に取り掛かることになるが，売渡請
求をするのは指定の通知を受けてから10日以内にすればよいと規定されている
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ところから，考慮及び準備期間として10日間が与えられているものと考えるの
はごく自然なことであり，もし，株主において，先買権者が気に入らないとか
価格について協議が調わないなどの理由で，売渡請求があるまでは指定請求を
いつでも自由に撤回できるものとすれば，株主は，何らのリスクも負うことな
く，会社が自己の意に沿う者を先買権者として指定するまで何回でも請求と撤
回を繰り返すことができるのに対して，その都度指定される先買権者は，いつ
徒労に帰するかもしれない極めて不安定な作業を強いられることになるし，会
社としても，撤回される都度煩さな手続を繰り返し行わなければならないこと
になる。撤回を許したからといって直ちに会社にとって好ましくない者が新た
に株主となるわけでないことは多数意見のいうとおりであるが，会社は，その
指定する者を次々と拒否され，繰り返し指定を請求される都度， 2週間以内に
先買権者を指定して通知しなければ，最初．に株主が承認を求めた好ましくない
者を株主にせざるを得ない（商法204条ノ2第4項〔現第7項：筆者注〕）という
リスクを負いながら，煩さな手続を繰り返し行わなければならないのであるか
ら，それが権利の濫用として排除される余地があるとしても，会社の利益が害
されることはないとはいえないものがあると思われる。
以上のような株主，会社及び先買権者の三者の利害得失を比較衡量するなら
ば，指定請求を10日という考慮期間（承諾期間）が付与された株式売却の申込
みに，売渡請求をこれに対する承諾に当たるものとみて，民法521条1項， 524
条の規定を類推適用して，抗告人による本件譲渡承認請求の撤回を許さないと
した原審の判断は，衡平の観点からみて当を得たものであり，商法が詳細に定
める譲渡手続を円滑に運用する見地からも相当である。」
〈研究〉
最高裁決定の結論に反対する。
1 本件の争点は，定款に株式譲渡制限の定めのあるA社において，株主Y
からの株式譲渡承認請求・先買権者指定請求につき取締役会が譲渡を承認せず
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先買権者Xを指定した場合に，その指定の通知を受けたYが，株式譲渡承認請
求・先買権者指定請求を撤回できるか否かである。
この争点に関して判断を示した過去の判例としては，大阪地判昭和63年3月
30日判タ674号193頁が存在しており，撤回否定説をとっていた。本件の原決定
も，撤回否定説をとった。
しかし，本件最高裁決定は，撤回肯定説をとるものであり，この争点に関し
て最高裁が初めて立場を明らかにしたものといえる。
2 株式の譲渡性に関する商法の規定は，過去変遷を重ねてきた。昭和25年
改正前商法は，定款の定めにより株式の自由譲渡を制限することを広く認めて
いた（昭和25年改正前商204条1項但書，昭和13年改正前商149条本文）。これに
対して，昭和25年改正商法204条1項は，株主の地位の強化の一環として株主の
投下資本の回収の可能性を確保するため，「株式ノ譲渡ハ定款ノ定ニ依ルモ之
ヲ禁止シ又ハ制限スルコトヲ得ズ」と規定して，株式の自由譲渡性を保障した。
しかし，周知のように，現実に存在する多数の株式会社は小規模で、閉鎖的な会
社であり，そのような会社では，会社にとって好ましくない者が株主となるこ
とを防止し，会社経営の安定を望むことが多い。
そこで昭和41年改正法は，そのような閉鎖的な会社の需要に応じ，会社は定
款をもって株式の譲渡につき取締役会の承認を要することを定めることができ
るものとし（商204条1項但書），同時に株主による投下資本の回収を保障する
ため，取締役会が譲渡の承認を与えない場合の先買権者指定の手続を定めた
（商204条ノ2～204条ノ5）。
その後，先買権者指定請求を伴わない譲渡の承認のみの請求が明文で認めら
れたこと（平成2年改正商法204条ノ2）等，いくつかの改正がなされたが，昭
和41年改正で設けられた定款による株式譲渡制限制度の根本的な変更はなされ
ていない。
3 商法204条ノ2第1項は，株式の譲渡につき取締役会の承認を要する場合
においては，株式を譲渡しようとする株主は，会社に対し譲渡の相手方ならび
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に譲渡しようとする株式の種類および数を記載した書面をもって譲渡を承認す
べきことまたはこれを承認しないときは他に譲渡の相手方を指定すべきことを
請求することができると定めている。
この規定に従って，株主が譲渡承認請求および先買権者指定請求を行った場
合，会社がその譲渡を承認しないときは，その旨および先買権者の指定を株主
の請求の日から 2週間内に株主に対し通知しなければならない（商204条ノ2第
4項・ 5項）。この先買権者の指定の通知の日から10日内に，先買権者は株主に
対して，株式の売渡を請求することができる（商204条ノ3第1項）。
先買権者がこの売渡請求をした時点で，株主と先買権者との聞に売買契約が
成立したのと同ーの効力が生ずる I）。したがって，それ以後，先買権者は売渡
請求を撤回することができない 2）。同じく，それ以後は株主も譲渡承認請求お
よび先買権者指定請求の撤回をすることはできない 3）。本件最高裁決定も，こ
の立場をとっている。
しかし売渡請求前であっても，先買権者の指定の通知を受けた株主が，株
式譲渡承認請求・先買権者指定請求を撤回できるか否かについては，見解が分
かれており，これが本件の争点である。
この争点に関して判断した従来の判例としては，大阪地判昭和63年3月30日
判タ674号193頁がある。
この判決はつぎのように述べて，撤回否定説をとった。
「株式の譲渡承認等請求は株式の譲渡人又は譲受人から会社に対し，株式譲
渡の承認又は不承認の場合には会社の取締役会に譲渡の相手の指定を求めるこ
とであるが，後者は実質的には株式の売買の申込みに当たり，被指定者の売渡
請求（商法204条ノ3第1項）はこれに対する承諾に当たると解されるところ，
会社が譲渡承認等請求を受けてからその譲渡承認又は不承認及び被指定者の指
定の通知をなすには右請求の日より 2週間以内になすことを要し（同法204条
ノ2第2項〔現第5項：筆者注〕），更に被指定者が売渡請求をなすには会社の不
承認の通知の日より10日以内になすことを要し（同法204条ノ3第l項），右期間
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を徒過したときはいずれも株式の譲渡につき取締役会の承認があったものとみ
なされる（同法204条ノ2第3項〔現第7項：筆者注〕，同法204条ノ3第3項〔現第
5項：筆者注〕）など会社や被指定者については応答の期間が厳格に法定されて
いること，通常承諾期間を定めてなした契約の申込みは取消（撤回）すことが
できないこと（民法521条l項），会社は，前記のとおり，定款で譲渡制限株式ー
を定めることで会社にとって好ましくない者が株主となることを防止すること
を図ることができるが，具体的には譲渡承認等請求がなされた際にその機会を
得，被指定者を指定することでこれを実現することができることなどを総合勘
案すると，株式の譲渡承認等請求は会社がその請求を受けた後にはその撤回が
許されないと解するのが相当である。」
本件の原決定も，撤回否定説をとった。そして，その理由として，概ねつぎ
のように述べた。
民法521条1項および524条に定める申込みの拘束力の法理は，株主が株式の
譲渡承認請求・先買権者指定請求（申込み）をし，会社が株主の希望する者へ
の譲渡を承認せず先買権者を指定し先買権者が売渡請求（承諾）するという本
件の場合にも妥当する。したがって，会社の株主に対する譲渡不承認・先買権
者指定の通知の日から10日間は，株主は譲渡承認・先買権者指定請求を撤回す
ることができない。
これに対し，本件最高裁決定は，撤回肯定説をとった。その理由は，概ねつ
ぎのとおりである。
① 本来株式の譲渡は自由であり，定款に株式譲渡制限の定めがある場合に
おいても，譲渡制限制度の趣旨に反しない限り，株式の譲渡においては，
株主の意思（自己の希望しない相手方への譲渡またはその意向に反する価
格での売却を強制されないこと）をできる限り尊重すべきである。
② 先買権者の売渡請求前について，株主による請求の撤回が否定されるべ
き旨を定めた条項はない。
③ 株主による先買権者指定請求は，通常の売買契約における申込みとは異
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なり，また，先買権者は，株主が自ら選択して申込みをした相手方ではな
く，通常の売買契約の申込みを信頼した相手方とはその地位を異にするか
ら，株主による請求の撤回の可否につき，民法521条1項・ 524条の規定を
類推適用することは相当でなし、。
4 本件の争点につき，学説は撤回肯定説4)と撤回否定説5）に分かれているO
撤回肯定説には，実質的に本件最高裁決定の①の理由を論拠とする見解があ
る。
すなわち，この見解は，譲渡承認請求・先買権者指定請求は株主の保護のた
めの制度であるから，売渡請求前であれば，株主はその請求を撤回することが
できる，と主張する 6)0 
本件の原々決定も，この考え方をとった。
しかし，この考え方に対しては，つぎのような指摘がなされているO
株式の自由譲渡が原則であることからすれば，株主の意思は尊重すべきであ
るが，その点については，株主の側で容易に対応策をとりうる。すなわち，先
買権者に誰が指定されるかによっては譲渡を希望しないかもしれない株主は，
譲渡承認請求のみをなすことができる 7）。本件において，島田裁判官の反対意
見もこの旨を指摘している。
また，撤回肯定説をとる本件最高裁決定は，②の理由をその論拠としてあげ
ている。しかし，それに対しては，規定中には先買権者指定請求を撤回できる
ともできないとも明示されていないので，この点は，撤回肯定説・否定説のい
ずれにとっても決め手とはならない，という指摘がなされている九
このように，本件最高裁決定の①・②の理由は，撤回肯定説が妥当であるこ
との十分な論拠となっているとはいいがたい。
本件最高裁決定の③の理由は，民法521条1項・ 524条の規定の類推適用を論
拠として撤回否定説の立場をとる原決定（島田裁判官の反対意見も原決定と同
じ立場をとる）に対して反論したものであるO 学説においても，民法521条l項・
524条の規定の類推適用は妥当でないとしたうえで，撤回肯定説をとるものが
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ある 9)0 
民法521条l項は，承諾の期間を定めてなした契約の申込みは撤回することが
できないと定めている。また，民法524条は，承諾の期間を定めずに隠地者に
なした申込みは，申込者が承諾の通知を受けるのに相当な期間は撤回すること
ができないと定めている。
これらの民法の規定が申込みの撤回を制限しているのは，申込みがなされる
と，相当の期間内に承諾をすれば契約を成立させることができるという希望と
信頼が申込みの相手方に生じること， しかもそのような希望と信頼が申込みに
原因することによるとされている 10）。
本件最高裁決定が述べるように，通常の場合における売買契約の申込みは，
申込みをする者が任意に選択した相手方に対して，希望する売買価格等の契約
内容を提示して行うものであり，その意味で，株主による先買権者指定請求は，
確かに通常の場合における売買契約の申込みとは異なる。また，先買権者は，
株主が自ら選択して申込みをした相手方ではないのも確かであるO したがって，
そのことを民法521条1項・ 524条の規定の類推適用否定の論拠とすることは，
必ずしも可能でないとはいえない。
しかし，前述のようにこれらの民法の規定が申込みの撤回を制限しているの
は，申込みがなされると，一定期間内に承諾をすれば契約を成立させることが
できるという希望と信頼が申込みの相手方に生じること， しかもそのような希
望と信頼が申込みに原因することによるとされている。
商法204条ノ3第1項によれば，先買権者は，先買権者指定の通知（商204条ノ
2第5項・株主に対する通知）の日から10日以内に株主に売渡請求をすることが
できる。この規定は，先買権者に対し，先買権者指定の通知の日から10日以内
に株式を買うか否か決定するための考慮期間を付与したものと考えられる川。
したがって，先買権者は，先買権者指定の通知の日から10日以内に売渡請求を
行えば売買契約を成立させることができると信頼して，株式の内容を調査した
り資金を準備したりすることになる山。その先質権者の信頼は，株主の先質権
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者指定請求に基づく会社からの指定を信頼したことによるものであるヘ
このように考えると，上記先買権者の信頼（先貿権者指定の通知の日から10
日以内に売渡請求を行えば売買契約を成立させることができるという信頼）は，
民法521条1項・ 524条が想定する通常の売買契約における申込みの相手方の信
頼と同程度以上に保護するには値しないとは，必ずしもいえないように思われ
る14)0 
5 最高裁決定の結論は，会社が指定した先買権者への譲渡を株主が望まな
ければ，その譲渡を拒否する選択肢を与えることになる。その結果，最高裁に
おける島田裁判官の反対意見が指摘しているように，株主は，意に沿う者が先
買権者として指定されるまで請求と撤回を繰り返すことができるのに対して，
その都度指定される先買権者は，いつ徒労に帰すかもしれない極めて不安定な
作業（株式の内容の調査，資金の準備等の作業）を強いられることになるし，
会社としても，撤回される都度煩墳な手続を繰り返し行わなければならないこ
とになる。
この点について，現実には会社は指定する先買権者の意思を確認したうえで
株主に先買権者指定の通知をなすはずであるから，先買権者は会社が先買権者
指定の通知をなすのと同時に売渡請求を行えば，株主による先買権者指定請求
の撤回を避けることができるとの指摘があるヘしかし，株主への先買権者指
定の通知は，株主の譲渡承認請求・先買権者指定請求の日から2週間以内にな
されなければならない（商204条ノ2第5項）。したがって，株主への先買権者指
定の通知と同時に売渡請求を行うことを先買権者に要求することは，結局株主
の譲渡承認請求・先買権者指定請求の日から2週間以内に売渡請求を行うこと
を要求することになる。先買権者は，先買権者指定の通知の日から10日間の考
慮期間を制度として与えられている（商204条ノ3第1項）16）こともあわせて考
えると，先買権者に対してそのような行動を要求する考え方には疑問が残ると
いわざるをえなし＼17）。
本件の抗告理由は，株主の撤回を肯定する理由として，誰が先買権者に指定
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されるかは，売買価格やその決定に至るまでの経費・労力の支出，売買代金の
回収に決定的な影響を与えることをあげている 18)0 
たしかに，売買価格や株主が負担する経費・労力等は，誰が先買権者である
かによって影響を受ける。しかし，撤回を肯定すれば，前述のように，先買権
者は，いつ徒労に帰すかもしれない極めて不安定な作業（株式の内容の調査，
資金の準備等の作業）を強いられることになるし，会社としても，撤回される
都度煩演な手続を繰り返し行わなければならないことになるO そのような結果
を容認してまで，株主の投下資本回収に際しての希望に応じることが，商法20
4条ノ2以下の規定の趣旨であると考えることには疑問がある問。株主の投下資
本回収の保障は，売買価格の協議が調わない場合に，裁判所による価格決定の
手続が用意されている（商204条ノ4）ことで足りると考えることも可能であ
る20）。
以上の理由により，本件最高裁決定は妥当でなく，本件Yの譲渡承認請求・
先貿権者指定請求の撤回の効力は否定されるべきであったと考えられる。
6 なお，本件の原決定は，株主に対する先買権者指定の通知の日から10日
間は，株主の先買権者指定請求は撤回できないと述べて，撤回不能期間の起算
点を株主に対する先買権者指定の通知の日と判断している。学説においても，
この判断と同様の見解があるω。
それに対し，本件の原決定と同じく撤回否定説をとる前掲大阪地裁昭和63年
3月30日判決は，会社が株主の譲渡承認請求・先買権者指定請求を受けた後に
は株主の先買権者指定請求は撤回できないと判断しており，この判断を支持す
る見解もある2）。
先買権者が指定される前であれば，撤回を認めることで関係当事者に生ずる
不利益は，会社（取締役会）が先買権者を指定するために行った検討作業が無
駄になることのみであるし，先買権者を探すのが困難な場合にはかえって探す
手間が省けるので，撤回を認めてさしっかえなかろう。
その場合，本件の原決定のように，撤回不能期間の起算点を株主に対する先
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買権者指定の通知の日とする考え方却と先買権者に対する指定の通知の日とす
る考え方24）がありうる。後者の考え方をとると，株主にとって撤回不能の起算
点が必ずしも明確ではないので25＼前者の考え方が妥当であろう。
注
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法（3)102頁（有斐閣，昭和61年），大隅健一郎＝今井宏・会社法論上〔第3版〕 429頁
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